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経営の合理化に意をそそぐ企業の底をながれるものは，企業福祉のための責用や，運営管理，
労使関係の安定，生産性の向上，人的能力開発に果たす役割からも，本来国がなすべき社会福
祉施設の肩がわりとは別個のものである。
企業の合理化の進展にともない，基本的労働条件以外に，企業福祉を必要とし，そのために
企業福祉の分野を企業の責任で開拓していかなければならないが，国や地方自治体など社会資
本や施策の貧しさから，企業福祉の投資効果を満足に活用できないということについて，企業
のいらだちがしめされている。
付加的労働条件を， 賃金や労働時間，休暇など基礎的労働条件以外であり，国が提供するも
のと，企業経営が提出するものとのふたつにわかたれ，国が提供する付加的労働条件は，わが
国では現在のところ，社会保障制度のなかに含まれている社会保障制度から支給される給付が
中心となっている。そのほかにもいろいろな労働福祉給付費用のかなりの部分を負担している
のであるから，国が負担する分は，社会保険給付や，施策に関する公共負担と，管理，運営費
だけであるといえよう。
他方，企業経営が提供する付加的労働条件は，ひと口に「福利厚生」と呼ばれており費用負
担の面からは，法定福利と法定外福利に大別されている。
法定福利の方は，企業経営に義務づけられている社会保障料の分担であるから，給付面から
みる場合には「福利厚生Jは法定外福利だけが問題となる。
社会保障給付は，国から社会保障制度を通じて支給する保障給与であり，これに対して，そ
の他のフリンジ ・ベネフィットは，企業経営が福利厚生施設などの労務管理制度を通じて支給
する保障給与であるということができる。
たしかに前者は実施主体が国であり，保障機構が社会化されているのに対して，後者は実施
主体が私的企業であり，保障機構もある程度集団化されていても， 完全に社会化されていない
という点で，両者に相違がみられる。
しかしながら，両者とも保障給付であるという点では共通しており，賃金が提供された労働
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力の質と量に対応する報酬であるのに対して，両者ともむしろ労働者の生活の必要に対応する
保障であるという点で共通している。
したがってわが国の一部の労働団体が主張するごとく，社会保障給付と企業内福干IJ厚生から
の利益とを，まったく本質を異にするものと理解することは，かならずしも正しいとはいえな
いものがある。
このことは，実施する主体は異なっても，労働者にもたらす生活安定機能ということからみれ
ば，むしろ福利厚生と社会保障を付加的労働条件とに統一的にとることができる主張といえる。
ここで福利厚生と社会保障の面を，企業経営の行動原理においてみると，企業が社会保障制
度に企業年金などの上積みを行うのは，より高い生活水準を保障することによって，労務管理
上の効果を期待してのことである。
また企業の福利厚生 表1 日本における社会保障と関連政策の発展
は，社会保障の上積み 1874年 救血規則制定
のほかに，賃金や社会 1921年 健康保険が被用者に関して制定され， 1925年より実施
保障が充実しでも対応 1929年 貧窮者の救済が地方政府の義務とされる
できない従業員の生活
1938年 厚生省設立
自営業者の健康保険が法制化される
安定につながる健康管 高齢者 ・障害者 ・遺族の年金導入される
理，長期的財産形成の 1944年 厚生年金制度化
促進，モラールアッ プ 1946年 生活保護法成立
の点におかれることに 1947年 新憲法制定 国民が健康で文化的生活を送る権利を明記
なる。
日本で最初の失業保険法制定
被用者の労働災害保険制定
しかしながら，国が
1948年 身体障害者法制定
社会保障として行うべ 社会保障制度審議会制定
き責任があるものにつ 1951年 社会福祉法制定
いて，企業としてはす 1953年 日雇労働者健康保険制定
べての精力をそそいで
1954年 厚生年金保険改正
関与することではなく，
1958年 新国民健康保険法制定国民皆健康保険化実現
1959年 厚生年金保険再改正
国や地方自治体，ある 1961年 福祉年金制定 国民皆年金化実現
いは慈善団体にゆだね 1969年 東京都65歳以上の老人医療の無料化を実施
るべき事柄であり，本 1971年 児童手当導入
来的に費用を配慮する 1973年 国民保険改正 70歳以上の高齢者の医療の無料化全国で実現
持外であるのが福祉国
1975年 失業保険法改正 雇用事業を含む雇用保険法に発展
1983年 老人保険法制定 老人医療に一部負担導入
家と しての基本的概念 1984年 被用者の健康保険改正 被用者本人の自己負担l割に引上げ
と思考されるものであ 1ヶ月の自己負担の上限がI割となる
る。 1986年 公的年金改正 二階建て年金制度導入さる
1989年 公的年金改正 国民年金基金制度前lj定
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I 福祉国家の課題
概念としての福祉国家に意義をとなえる者はいないが，具体的にどのような福祉国家を考え
るかはそれぞれに異なる。福祉国家が望ましいものであり，経費がいかにかかろうが，それを
達成し，維持すべきであるかについては，異論はないものである。
しかし最良の福祉国家と福祉政策が，具体的にどのようなものであるかを決めることには，
簡単に合意に達することは難しい。暖昧な福祉国家の概念にもかかわらず，社会にとって福祉
が望まれる原則には，人々の意見は一致している。
「福祉国家は社会の発展過程における，特定の段階である」ことをとくに強調する議論があ
る。社会の発展過程において，産業革命を経過を経過すると，ある特定の社会が出現し，政治
的進歩がもたらす自由と寛容のもとで生産が大幅に拡大し，人々に物質的豊かさがもたらされ
る。この特定な社会は国家の包容力を高め，やがて国家が国民の物質的ニーズの充足を保障す
るようになる。
この考えかたは，福祉国家を豊かさと市民的な自由の結びつきのうえに定義ずけているため
に，先進資本主義国家でのみ福祉国家の実現が可能となる。社会主義国家に福祉国家が出現し
たとしても，そこには市民的自由が完全に発達していないという意味で，不完全なものとみな
される。
福祉国家を考える第二の方法は，生活様式に重点をおくものである，福祉国家の概念は社会
における個人の行動形態とおおいに関係がある，福祉国家では社会が基本的な生活条件を保障
するものとされ，各人はそれぞれの生活様式を自由に追求できる。
国家によって生活の保障が行われるにもかかわらず，人々は国家の権限に枠を設けたいと考
えている。自由と平等と互助組織が高く評価されるのである，この福祉国家に住む人々は，信
条や宗教や行動様式など生活のほとんどの面に寛容で、ある。
おおくの人々は健康で裕福な生活をエンジョイし，社会生活の意味などをそれほど深く考え
るようなことはあまりせず，社会に寄与するより，消費面に関することに興味をもっている。
第三に福祉国家の政策面を強調する人々がいるが，福祉国家は老齢年金や雇用保険，医療サー
ビスなど，国民の福祉を確実なものとする政策を包括する社会経済政策として考えられている。
大多数の人々は住宅や家族についての政策が福祉国家における妥当な対象項目であることには
同意する，しかし教育政策を福祉政策と見ることには多くの議論がある。
「国家の様々な政策が相互に関連しあうために，人々は国家の権力が及ぶ諸政策をすべて福
祉国家の概念にくわえがち」になってしまうのである。
福祉国家のメッシュのような政策が国家のみに立案されると考えられるためである，公共政
策のすべての面を対象にすると，ここでの福祉国家の概念は，社会の発展段階の一つであると
いう考え方に近くなる。
第四に，政府の形態に重点を置く人々もいる，ほとんどの先進工業国の政府は20世紀後半に
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官僚主義機構を急速に拡大した，この官僚制度の拡大こそが福祉国家の基本的特徴を示すもの
であると，社会のあらゆる局面が官僚制度を通じた政治的勢力によって管理されることになる
のである。
皿 福祉国家の概念
このような解釈の仕方にはそれぞれ何らかの正当性を認めることができる，これら四つのカ
テゴリーのもつ特質を包括し，各特質において適切なバランスをとれる統合された福祉国家の
概念を組み立てる必要がある。
リチヤード・ローズが展開した混合福祉の概念は，「広範囲にわたり福祉を統合する必要性
を強調」している。福祉国家は政府が行う施策だけでなく，家族が重要な役割を持つ形態の社
会である。財の生産が高度な質的水準に達し，所得の再分配もかなり実現されている，そういっ
た意味では福祉国家それ自体よりも福祉社会の将来について検討する方が適切かもしれない。
福祉社会と言っても，異なった形態に発展する可能性を認める必要がある。今日存在する福
祉社会の形態は，アメリカ合衆国，イギリス， ドイツ，スカンジナビア諸国，及び日本におい
てそれぞれの国の歴史，文化的伝統や各国の支配的イデオロギーと密接に関連している，既存
の福祉国家が歴史の産物とするならば，将来の福祉国家の原型も数多く創造することができる。
イギリスをモデルとした福祉国家では，福祉の提供者として，国家の果たす役割は引き続き
大きく重要である。アメリカの場合独立した個人向けのプログラム（ネイザン・グレイザーの
定義による福祉）の方が扶助を求める人々に向けたプログラムより望ましいとする福祉制度の
変更は，現在において依然としてその制度の特徴をなしている。
福祉国家の概念は，市民生活において，自由，寛容，互助，豊かさ，自治を包括する近代国
家の市民が持つ価値感と一致する。近代的意味での市民権の概念は，自治，豊かさ，互助，自
由の四つの価値感が重なり合った部分に見出される。この価値観を一つの集合名詞で表すと，
現代人の福祉と呼ぶことができる。
福祉国家イギリスをつくる基本原則を確立したベヴァリッジ・プランでは， 「社会保険及び
関連サーヴイス」と名ずけられていた，このなかには社会全体を網羅する社会哲学が明確に述
べられていることである。
ベヴァリッジ・プランが理想とする社会では，市民の生計の道を確保するために国家が生活
に介入することもあるが，「ナショナル・ミニマム」の枠を超えて介入することは決してない。
民主社会主義者や労働党支持者の中には，社会的価値の実現をより高い水準で、達成するため，
更に国家の介入を強化すべきであると主張する意見もある。ここで重要なことは，福祉社会の
概念が市民の基本的人権の確保されている文明社会の概念とほぼ同じであることである。近代
社会における福祉の本質は「ナショナル・ミニマム」という言葉に表現されるように，市民の
生存もしくは，生計を少なくとも保障するものである。
一組の価値感に焦点をあてることで，様々な形態の福祉社会を論じることが可能である。
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福祉社会にとって自由は，最も重要な要素のひとつである。1941年にベヴァリツジ卿が貧困
の必要を説いたときに，ルーズヴ、エルト大統領が，欠乏からの脱却をふくむ四つの自由を宣言
したことは，偶発なこととは思えない。
福祉社会という概念が共同社会における互助と利他主義の必要性を常に喚起してきたのは当
然なことである。さもなければ社会は単なる人間の寄せ集めとなってしまうのである。同様に
文明社会の福祉の概念は，国家管理から独立した主体的な個人として， 自己を認識している近
代的市民の存在を前提としている。 福祉社会の概念が民主主義社会の概念から生まれてきた，
必然的産物であると考えることは当然である。福祉社会は参加民主主義の概念と両立させるこ
とが可能で、ある。福祉社会の概念のもうひとつの要素の豊かさは，財の量ではなく生活の質に
関するものである。グレイザーが述べたように，工業製品がいかに豊富に生産されていても，
多数の人々が貧困で苦しんでいる社会を発達した福祉社会とはいえない。生産の拡大が必ずし
も生活の質を向上させるとは限らない。
N 福祉提供者の考察
福祉国家の基本的概念とその最終目標は，文明化された社会であると主張しでも，福祉国家
が今日直面している問題を解決することにはならない。様々な社会形態に応じた理想的福祉国
家を考える場合に思考の柔軟性をいかに強調しでも特定社会の将来の福祉国家の形態を示唆す
ることにはなりえない。福祉の提供者側から考察すると，四種類の提供者がいる。すなわち，
国家，営利を目的とする民間企業，非営利の民間団体，家族及び世帯の四種類にグルー プ分け
られる。以上この四種類のグループが，福祉の実質的な提供者であることを認識する必要があ
る。このことから，国家のみが社会に福祉を提供するということではない。福祉提供者の四種
類のグループの中で一香小さい機関である家族は，個人的な世話や食事の用意など基本的な社
会生活を送る上で最も重要な基礎となる制度である。
しかし，その様なことにもかかわらずに，この最も重要な最小機関の仕事は個人的，私的な
ものとされている。更に市場経済の対象に加えられていないのが現状である。
家族は，老人の世話や，若い世代には社会的順応の教育を行っていた。このような伝統的な
家族制度が急速に衰退したことによ り， 最大機関の国家は，現在数多くの問題に直面している。
家族単位での福祉ということにおいて，現在重要な事は， 以前のよう に家庭内で老人の世話が
されることが当然のことであるならば，若い世代が気軽に親の家を出て，老人に寂しい一人暮
らしをさせることはないのである。若い世代と別居している高齢者に対して国が，公共の介護
をするからこそ，若い世代が老人に一人暮ら しをさせるという結果にも結び付くのである。国
が公共の介護やサービスを提供することが，老人の孤独化を推進しているということではなく，
強調すべき点は，国家が国全体と して政府レベルでの政策と しての家族制度を維持し推進しな
ければならないという ことである。老人や幼児の世話をする家族を積極的に国が援助すること
により，高齢者用の公的介護制度や公立の幼稚園を新設するより少ない経費で，より人間的な
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福祉社会を造ることが可能である。従来の福祉では， 家族及び世帯を福祉の恩恵を一方的に受
ける単位であると位置付けてきた。
このことは明らかに誤りであるといえる。家族（世帯）の構成員が共に様々な困難を克服し，
老いた両親の介護ができうれば福祉機関が単に介護費用を負担するだけのことよりもよ り人
間的である し，より充実し整備された家族制度が社会福祉に対し積極的に寄与する可能性をも
潜めているからである。更に家族制度が政府の公共政策を変更整備させうる力を持っていると
考えられる。家族制度こそが「日本型福祉社会」の基本となると思われる。 日本がヨーロッパ
諸国に匹敵する生活水準を維持達成し，対国民所得比の課税率と政府の社会保障支出額が比較
的に低く，先進工業国に比べ，日本の家族制度のもとでは，家族問の紳がきわめて強い，更に
犯罪率が低いことが特筆される。日本の家族制度が共同体としての，社会制度の基盤が確固と
した相互援助の意識のうえにおかれている事実である。 このような家族制度の特質は， 比較的
に低い課税率と国の少ない社会保障費に大きく関係している。 社会保障政策を家族や地域社会
を，家族と地域社会を崩して，あまり先の明るくない社会を取り繕うために導入するより，家
族と地域社会のよい部分を整備拡大し，それらの社会福祉の機能をフルに活用することが必要
である。
社会福祉を考える上で，民間企業の存在が大きなウエイ トをしめていることを等閑にするこ
とは出来ない。民間企業が社会の中で，なんら福祉の提供に関与していないと考えられてきた。
しかし福祉社会の目標のひとつが，豊かさであると考えるならば，民間企業が物財の生産によ
り，社会全体の福祉に確実に貢献している。
市場経済が創出する雇用機会により，労働者は単に生活のための収入を得るばかりでなく社
会への関わり合いを通じて，自己の存在価値をも認識することができる。
民間企業がたとえ営利を目的とし，利潤を追求する組織体制で運営されていても，企業自体
は社会に対して福祉を提供することに決して無関心ではない。民間企業は様々な，福利厚生対
策や，労働条件の改善を社員にこうじようと努力している。そのことにより，製品の品質が向
上し，生産性が上昇するだけにとどまらず，社員と従業員の福利の確保も可能になり， さらに
労働条件の向上は，製品の品質の向上，生産性の向上にも反映される。
日本ではこの考え方が広く一般的に信じられており，日本型福祉の形態のーっと考えられる。
「自由資本主義市場経済下での労働者は，中央集権体制での国家統制がおこなわれている，社
会主義経済下での労働者と比べた場合に，より高い賃金と，良好な労働条件を享受する事が可
能である。歴史的にも混合経済を主張した民主主義者のほうが，共産主義者よ りも，福祉政策
の推進に熱心」であったとされる。 非営利団体の社会に対する福祉への参加に注意を向けるべ
きである。この新しい形態のボランタリ一団体は， 一本化した組織造りが困難な少数派の利益
を擁護することが可能である。
非営利団体は，伝統的にも，今や中央集権化している既存の福祉提供制度を，ある程度分散
化することができ，また国家の権限を縮小することも可能とされている。
171 
非営利団体の台頭により，国家への対抗勢力となり， 国家が福祉の提供の独占化に対するブ
レーキのf支割を果たしている。
ボランタリ一団体は，国家権力が強制力を用いて行う中央統制を潜在的に弱体化させうるし，
最終的には，国家が果たしている役割を引き受け，そのことにより社会構造を変化させること
となる。地域社会での様々な福祉提供に関する調整が行われ，主にボランタリー団体の問で決
定されることがおおくなる。
ここで注意すべき点は，福祉の概念は強制や権力からは，遠く離れていることである。
福祉の中核のひとつには，自治，または他者の介入からの独立という概念がある。人聞は物
事を自主独立的に成し遂げたときに満足感を得るものである。
そのことによりボランタリ一団体の福祉の提供者と しての活動の活発化により，福祉社会に
おいて政府の財政負担分は，大幅に軽減される。
ここでまた福祉の提供にあたる地方自治団体と中央政府との関係についても再検討を行う必
要性がある。個人の世話をするということは，その当事者の置かれている状況や環境を慎重か
っ詳細に考慮しなければならない。
中央政府だけによる規格化された行政は必ずしも福祉行政に適したものではなく，むしろ身
近な地方自治体の方が細分化され運営面で適している。 福祉の提供は， 規格化され大量生産シ
ステムを採用する市場経済下での消費財を生産する場合とは異を別にするのである。福祉を提
供し供給する場合には，提供を受ける必要のある人々にとって，中央政府の規格化された対処
策では，あまり満足の行くものではない場合が多い。
将来， 「財政状態が許す時点で社会構成を生産志向型から福祉志向型に転換する場合，地方
自治体の重要性を高く評価し，中央政府の役割に制限」をつける必要がある。
また政府が行う公共財源の支出の形態変化についても検討する必要がある。現在のところ，
社会的ニーズをあまり深く検討せずに，多額の財源が福祉の提供者に直接振り向けられている
のが現状である。国の医療サーヴィスでは，おおくの病院や医師が保険診療として，また租税
特別措置法により直接公共財源から支払いを受けるため，患者に必要以上の治療や薬の処方を，
行う ことを助長する結果になっている。
以上のことから民間の制度が， 福祉の利用者にさらに緊密に結びつけねばならない。福祉の
提供を受け，利用する人々は自分達に必要な福祉の種類と量を認識している。
民間の健康保険制度は，国の医療サーヴィスとは異なり，保険会社が福祉の購入者に対して
保険金を支払うのが普通である。民間の保険会社は，このような保険金の支払い方式を促進す
るため，保険の購入者に対する支払いを，経済的に見合う金額に維持しようとしている。
福祉は様々な形で社会に配分される。たとえば政府や，政府以外の団体が補助金，助成金，
奨励金，支払い金などの形で財源を提供することがしばしばある。中央政府や地方自治体によ
るサーヴイスの提供（教育等）や財の提供（水道供給等），政府による行動統制 （交通整理等）
などの形で福祉が提供されている。又一般市民の自主的な行動による福祉の提供（社会，家庭
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での個人的接触や愛情）もある。
現在の福祉社会の将来を考えていく場合，福祉社会の特定の目標を達成するためには， 多様
な方策の組み合わせを検討しなければならない。これからの高齢化社会に対応していくために
高齢者にたいし快適な生活を提供するために，将来のインフレにも対処可能な大規模の高齢年
金制度の設立が必要となる。さらに多様な職種での高齢者の雇用の機会の拡大が必要であり，
雇用機会を増大させれば，同ーの目標を達成できる。
高齢者は，自分がなんらかの職に就くことにより，快適な生活水準を得るだけでなく，仕事
を通じて社会に参加し，自分たちが社会の役にたっているケ スーが極めておおいのである。
福祉の提供すべてに，必ずしも費用がかかるわけではない。職場にフレックスタイムを導入
することにより，経費を抑える事が可能であり，さらに自由時間や余暇が増加し，生活をよ り
楽しむことができ，より深い満足感に浸ることができる。
福祉の提供には，様々な種類があるがそのなかで教育はとくに重要なのである。教育は強制
的行為を用いることもなく，個人や社会の潜在的能力をひきだせるものである。重要なのは，
社会が高度の教育水準を得ることによって産業構造の変化などの難問題を，迅速かっ容易に解
決することが可能になる。第二次大戦後の日本が経済と産業が急速に回復し，1973年の石油危
機にただちに適応することが可能だ、ったのは，日本は19世紀に開国して以来，世界でも有数な
教育水準の高い国のためである。また不況が続く時にこそ公共財源を教育に注ぎこむことが必
要である。若い世代に対する教育機会を拡大することにより，失業している若者の数を減らし，
若者の士気を高い水準に保つことができ，将来の経済問題を解決するための社会能力を向上す
ることができる。
雇用保険や老齢年金などの，数多くの福祉が提供されて今日の社会は，健全な状態を保って
いるが，教育は将来の福祉を社会のなかに生みだすのである。
v 社会構造の福祉への影響
福祉社会の将来を考えるときに，特に認識すべきことは，過去における福祉国家の建設の過
程で，既存の社会構造がすでに変革していることである。おおくの場合， 国の福祉政策の結果
としてもたらされたのである。
第一に， l世紀にも及ぶ福祉国家建設の過程で，数多くの先進工業国において，福祉政策の
恩恵、に浴した，いくつかの新しい社会階級が誕生したことを認めなければならない。
そのひとつが官僚である，政府の政策を政治の分野から，経済政策へと拡大し，さらに経済
政策から福祉行政へと拡大し，移行してきた福祉国家は， 巨大な階級構造を形成する公務員を
抱えている。日本では国家公務員と地方公務員を合わせた数が現在では450万人以上に達した。
ノfー キンソンの法則を別にして公務員の数がおおいということが問題なのではない，極めて深
刻なことは官僚の指揮系統が官僚自身の設定する政策を，実行するうえで， 非常に効率的に組
織されているために，この政府官僚の勢力に対抗できる組織が，現在のところ他にまったくな
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いことである。
こういった政府官僚の指導のもとに，福祉国家で恩恵に浴している，様々な事業団体や企業
がもうひとつのグループを形成している。我が国では，国の支払う医療費が1960年度には，5,000
億円弱であったが， 1983年には， 14兆円に達し，国民純所得の6.6%を占めるに至った。
第三のグループには，医療を提供する側の従業員や，労働組合を含むことができる。さらに
医療産業に従事する民間企業や労働者からの，財政上の支援と票の両方を獲得する政治家グ
ループがある。これらのグループは大きな利益を共有し，自らの利益にかかわる分野の拡大に
努めているのは，間違いないとおもわれる。
この様な強い勢力を持つ，利益団体を完全に解体する決定的な手段を持つ事は，困難なこと
である。しかし1973年の石油危機で生じた財政赤字によって，これらのグループの活動が縮小
したとき，大きな政府の事業に民間企業が関わることにたいして，左右両陣営から批判が高まっ
たこともあった。
第二に，福祉国家の建設過程で，さらに第二次世界大戦が終了してからの， 1973年まで続い
た経済成長により，ほとんどの先進工業国で，中流階級に属する人々の数が増加した事を考え
ねばならない。高度先進工業国の社会構造は，従来のピラミッド型からダイヤモンド型へと変
化した。1940年代には， 金持ちは少数であり， 貧困者が大部分であった。また少数派の金持ち
の利益との平衡をとるものとして，民主主義の理論（多数決原理）が完全に機能していた。貧
困者が多数を占め，この多数派が真に貧乏で苦しんでいたために，貧困者の利益を増加させる
ことは，間違いなく正義にもとづかれていた。
福祉国家の発展の初期の段階においては，戦争の影響によるゆがみが認められるが，国の福
祉政策は， 大多数の指示を受けた。
社会構造がピラミッド型であり，その底辺にいる大多数の貧困者の面倒を見る公共政策が福
祉政策とされていた。社会の底辺にいる大多数の人々にたいして「ナショナル・ミニマムJを
保障する必要があった。第二次世界大戦後の約30年間続いた経済政策のもとで，平等主義的な，
所得配分とが両輪にとなり，終戦後の社会での底辺を形成していた， 多数派の生活水準を向上
させたのである。
石油危機が，世界を駆け巡った頃までには，我が国や，ドイツを含むほとんどの先進工業国は，
ピラミッド型から， ダイヤモンド型をした社会構造に変化してきた。ここで重要なことは， 1973
年型の社会構造下では，金持ちも， 貧困者も，共に少数派であった。OPECによる石油戦略
の展開により，先進工業国全体がパニック状態に陥った。
長年にわたって経済成長を謡歌してきた先進工業国は，経済停滞とイ ンフレの双方に直面す
ることになった。経済状況の変化によ り生じた将来の生活水準についての不安感は， 底辺から
這い上がって中間層に辿りついた中流階級の意識の中に深く浸透していった。 福祉国家建設期
間中に確保した利益と生活水準を維持するため，新たな中流階級の人々はそれまでの進歩主義
から保守主義にためらうことなく転向し 自らの利益を利己的に追求するために福祉や他の進
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歩的な大義を放棄してしまったのである。
今日，先進工業国が直面している福祉国家としての危機的状況にはこのような背景がある。
この「多数派の反乱」もしくは「中流階級の蜂起jは我が国においてダイヤモンド型をした社
会の中流階級の姿勢が，1980年6月に行われた衆参同時選挙において当時政権の座にあった保
守的な自由民主党に圧倒的な勝利をもたらしたのである。
近い将来にあまり大きな改善の見通しがない現在の経済状況と先進工業国の財政赤字の深刻
さを考慮して，このような事態に対処可能な方策は二つしかない。
それは増税により歳入を確保するか，行政改革によ り歳出を圧縮するかである。課税率の引
き上げ，特に直接税の引き上げは自分たちの利益を守るという決意の固い多数派の存在を考慮
すると，はなはだ困難なことである。
多数派の中流階級がヲlき続き税負担を軽減しようとした場合に，この状況下では社会保障費，
医療費，教育費，防衛費の予算削減だけが唯一のオプシヨンなのである。これらのプログラム
が国の財源の大半を占めているからだ。しかし，社会構造の形態を更に綿密に調べると，先進
工業国が直面している現在の福祉国家の財政危機の解決策を，もっと楽観的に考えることも可
能である。それは現在の社会構造はダイヤモンド型をしており，更に福祉のサービスや財の供
給をどうしても必要としている貧困者の数は， 1945年当時のピラミ ッド型社会に比べて相対的
にはるかにすくない。
したがって， 1990年代のダイヤモンド型をした社会の底辺にいる限られた数の人々に対する
福祉政策の目標達成にある程度集中すれば，福祉政策の経費を際限なく拡大する必要はない。
福祉提供を社会の底辺で絶対的に必要とする貧困者の数は，福祉政策の成果として多数派の中
流階級が増加するにつれて将来は更に減少すると考えられる。
現在は中流階級の拡大により福祉国家の政策実施に係るコス ト分担を出来る人の数が多く
なった，さらに人々はダイヤモンド型社会でかなり高い生活水準を享受し，理論的には現在の
ダイヤモンド型社会の方が真に貧しい少数派の人々を援助するための経費の分担が可能であり，
容易である。将来に不安を持ち既得権益に利己的に固執する多数派の中流階級を，彼らがすで
に高い生活水準を享受していることから，少なくと もなんらかの形で間接税を増額することに
より福祉国家の経費負担分を説得できる可能性もある。
福祉国家の将来は単なる経済や財政上の問題だけでなく，新しいタイプの社会における説得，
あるいは意志決定の問題になると考えられる。
多数派の中流階級が支持する民主主義は，その多数派が既得権益を利己的に追求することに
余念がない場合には福祉社会の維持という問題に対して弱点を持っている。
多数決原理が民主主義の基本原則のひとつであるが，多数派が自分たちのことだけを考えて
既得の利益に固執するときは，民主主義がその圧力に耐えられるかどうかには疑問が生じる。
ここで重要なことは，高度先進工業国における福祉国家の発展は，高齢者や障害者，交通遺児
や貧困者など，社会福祉制度を通じてしか自らの生活水準と社会の一員としての地位を維持で
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きない人々を少数派の立場に追いやり，他方で既得権益を持つ中流階級が多数派として社会の
支配権を掌握することを可能にしたことである。
かつてピラミッド型の社会で国の福祉政策を促進させた多数の貧困者は，今現在はふたつの
階層に分割された，ひとつには裕福な多数派ともう一つは貧しい少数派である。
福祉国家と民主主義による意志決定の双方を将来にわたって維持する価値があるものと し立
場の弱い少数派の福祉を保障する必要があると考えるのならば，利己的な多数派の中流階級を
擁護する民主主義社会の弱点を克服する方法を見つけねばならない。福祉社会が実現をめざす
価値観を支持するオピニオンリーダーや社会のエリート層は，利己的で保守的な多数派の中流
階級を説得する重要な役割を担っている。またそれと同時に，反対政党であること自体が少数
派であり，少数派の利害を代弁するものである。現在先進工業国におけるボランタリ一団体の
活動が重要なのは，これらの団体が既得の権益で全面的に拘束されていないためである。
現在の福祉国家における意志決定の問題を考える場合に，「現在と将来の世代間に相E扶助
意識を育むことが重要である。老齢年金制度に関する意志決定の場合など現在の世代が行う決
定が将来の世代を規制する事になる。 世代にまたがった互助精神がなければ現在の世代が行っ
た決定に将来の世代が反対」することは明らかである。
このように福祉国家の危機をグローパルな視点で捉えてみることも必要なのである。
先進工業国の相互依存が極めて強いために， 一国が自国の経済のみを考えて政府の財政赤字
などの問題を解決することは不可能である。また 1973年以降の状況は先進工業国が発展途上
国の状況を考慮することなしに，福祉国家政策のもたらす成果を享受することができないこと
を示している。 現在の先進福祉国家に対する協調組合主義者の批判に最大に欠けているのは，
福祉社会の将来に対するグローパルな視点である。
福祉国家の概念の中核のひとつは自由， 自治，豊かさ，相互扶助といった人間にとって普遍
的な価値を擁護することである。
以上のことから福祉政策の重要性と必要性を認識し，人間社会において福祉の更なる発展と
育成，我々が福祉をさらに地方分権化した方法で実行させるよ りも，民主的で柔軟な，より進
んだ効果的で，万人のための福祉政策を理論的に考究することである。
百 むすびにかえて
企業の文化事業，冠コンサート，冠イベントなど，メセナとして，スポンサー名を冠する行
事が行われている。サント リー，松下電器など文化芸術の協賛とともに，戦略として企業のイ
メージアップに多大の貢献をもたらすことへの期待がみられる。
福祉に対し企業が拠金を行うには税制にもとずく控除の対象と して優遇される途があり，社
会貢献と冠寄付行為といえる福祉拠金によるメ リットが挙げられる。
さらに別途たちいった研究をかさねる問題がのこされているが紙幅の関係で別稿にゆずるこ
ととなろう。
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